
調 査 研 究 活 動 助 成 （Ｂ）制 度 細 則  

 

平成４年５月７日制定    

平成７年３月２３日一部改訂 

平成16年７月３０日一部改訂 

平成２３年３月２５日一部改訂 

平成２４年３月２８日一部改訂 

 

 

（募集要項） 

第１条 調査研究活動助成制度規則（以下「規則」という。）第３条に定める調査研究活動助成（Ｂ）

への参加募集要項は、支部長が策定し、助成対象年度の前年度の２月末までに会員に周知

しなければならない。 

 

（企画書の記載事項） 

第２条 規則第５条第２項に定める企画書には、次の事項を記載する。 

（１） テーマ（名称） 

（２） 目的と調査、調査研究事項 

（３） 代表者氏名・所属、連絡先、構成員氏名・所属 

（４） 研究集会の開催回数と開催予定時期 

（５） その他の必要とする事項 

 

（助成金） 

第３条 共同研究グループに対する助成金は、支部が定め、一般会計において処理する。 

２ 支部長は、規則第６条第２項に定める承認書に助成金の交付額を明示するものとする。 

  ３ 代表者は、助成金を共同研究グループの運営に必要な経費に支出するものとする。 

  ４ 経費においては、消耗品以外の物品購入を除くものとする。 

 

（構成） 

第４条 共同研究グループの構成は、構成員５名以上とし、代表者１名を置く。 

  ２ 全構成員数の２／３を超えて同一機関の者が構成員となることはできない。ここで、機関

とは大学、高等専門学校、企業、官公庁、学協会をさす。 

  ３ 必要に応じて、幹事を置くことができる。 

  ４ 代表者は、土木学会中国支部に所属する支部会員とする。 

５ 構成員は土木学会会員および土木学会中国支部会員とする。但し、調査、研究遂行上必要

な場合は、非会員を構成員とすることができる。 

６ 複数の共同研究グループへの参加は認めない。 

 

 

 



（構成員の承認） 

第５条 共同研究グループの構成員は、支部長の承認を受けなければならない。 

２ 共同研究グループの構成に変更が生じたときは、代表者は直ちに支部長に報告し承認を受

けるものとする。 

 

（開催） 

第６条 共同研究グループの会合は、代表者が召集する。 

 

（共同研究会の開催報告） 

第７条 代表者は、共同研究会開催後１か月以内に議事録を支部に提出する。 

 

（調査研究成果の報告） 

第８条 共同研究グループは、その年度内に支部長にその調査研究成果を報告する。 

  ２ 成果は、特に定めない限り、助成を受けた共同研究グループに帰属するが、当支部はその

成果を公開することができる。 

  ３ 共同研究グループは、その翌年度内に、関係学会論文集あるいは研究発表会等で、その成

果を公表しなければならない。助成を受けたものが、成果を学会誌、雑誌等に発表する場合

は、土木学会中国支部の助成を受けた旨を明記する。なお、調査研究成果の公表を、第９条

に定める実施要領によるワークショップに変えることができる。 

 

（共同研究グループによるワークショップ実施要領） 

第９条 ワークショップの開催日時および会場は、代表者がこれを定め、原則として開催の３か月

前までに、その他の必要事項とともに支部へ通知する。 

２ ワークショップは、支部研究発表会と併催することができる。 

３ ワークショップの開催は、共同研究グループの予算内で処理する。 

 

 

（実施期日） 

第10条 この細則は、平成４年５月７日から実施する。 

    この細則は、平成７年３月２３日から実施する。 

    この細則は、平成１６年７月３０日から実施する。 

    この細則は、平成２３年３月２５日から実施する。 

    この細則は、平成２４年３月２８日から実施する。 

  

 

 

 

 

 

 



令和６年度 調査研究活動助成 (Ｂ) 応 募 要 項 

 

 

１．助成の対象 

土木学会中国支部に所属する支部会員が参加して企画、運営される土木工学および土木事業に

関連する共同研究を対象とする。 

 

２．応募代表者の要件 

助成に応募する代表者は、土木学会中国支部に所属する支部会員に限る。 

 

３．助成への応募   

（１）募集の方法 

       支部長は、助成対象年度の前年度の２月末までに、土木学会誌および支部ホームページ

を通じて助成の募集を会員に周知する。 

 

（２）応募の手続き 

        助成に応募しょうとするものは、別に定める様式の調査研究活動助成（Ｂ） 

            企画書（様式Ｂ１）に必要事項を記載し、令和６年３月１日（金）までに土木学会 

中国支部事務局に提出する。 

 

４．共同研究グループの要件       

（１）共同研究グループの構成員数 

        共同研究グループの構成は、構成員５名以上とし、代表者１名を置く。但し、全構成

員数の２／３を超えて同一機関の者が構成員となることはできない。ここで、機関と

は大学、高等専門学校、企業、官公庁、学協会をさす。 

       また、必要に応じて、幹事を置くことができる。 

 

（２）構成員の資格 

        構成員は、土木学会会員および土木学会中国支部会員とする。但し、調査研究遂行上 

        必要な場合は、非会員を構成員とすることができる。 

 

 

（３）構成員の承認 

        共同研究グループの構成員は、支部長の承認を受けなければならない。 

        但し、複数の共同研究グループへの参加は認めない。 

 

５．助成の決定 

企画書は中国支部幹事会において審議し、選考結果について支部長の承認を受けたうえで、 

採否および助成金額を代表者に通知する。 

 



６．助成金額 

助成金は、共同研究グループの運営に必要な経費に支出するものとし、助成金額は、共同研究

１件あたり２０万円以下とする。 

 

 

７．報告義務 

（１）構成員の変更 

        共同研究グループの構成に変更が生じたときは、代表者は直ちに支部長に報告し、 

承認を受けるものとする。 

 

（２）共同研究会の開催報告 

        代表者は、共同研究会開催後１ヵ月以内に、議事録を土木学会中国支部事務局に 

提出する。 

 

（３）調査研究成果の報告と帰属 

        共同研究グループは、その年度内に、別に定める様式の調査研究成果報告書 

（様式Ｂ２）に必要事項を記載し、土木学会中国支部事務局に提出する。 

       調査研究成果は、特に定めない限り、助成を受けた共同研究グループに帰属するが、 

当支部はその成果を公開することができる。 

 

（４）調査研究成果の公表 

        共同研究グループは、その翌年度内に、関係学会論文集あるいは研究発表 会等で、 

その成果を公表しなければならない。助成を受けたものが、成果を学会誌、雑誌等に 

発表する場合は、土木学会中国支部の助成を受けた旨を明記する。 

なお、調査研究成果の公表を、別に定める調査研究活動助成（Ｂ）制度細則による 

ワークショップに替えることができる。 

 

８．資料の請求先および提出先                         

公益社団法人土木学会中国支部事務局 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式Ｂ１ 

令和６年度 調 査 研 究 活 動 助 成（Ｂ）企 画 書 

令和  年  月  日 

公益社団法人土木学会中国支部 支部長 様 

                     代表者氏名             ㊞  

                       （会員番号：          ） 

次の共同研究を行いたいので，調査研究活動助成制度規則に基づき，助成を申請します。 

 

１ テーマ（名称） 

 

 

 

２ 目的と調査， 

  研究事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※継続申請の場合、今年度の研究内容について詳細を記載してください。 

※共同研究団体がありましたら記載してください。 

３ 共同研究会の開催

回数と開催予定時期 

 （回数）       回 

 

 （予定時期） 

   

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 



４ 代表者の所属 

    （勤務先） 

 

 

５ 代表者の連絡先 

（勤務先・自宅） 

（〒   －    ） 

所在地： 

TEL（      ）    －        内線（   ） 

FAX（   ）  －    内線（   ） 

e-mail：                 

６ 連絡者の連絡先 

（勤務先・自宅） 

※５と同様であれば記載

しなくてもよい 

所在地（〒   －    ） 

 

TEL（      ）    －        内線（   ） 

FAX（   ）  －    内線（   ） 

e-mail：                 

７ 構成員氏名・所属 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

８ 調査研究成果の 

公表予定 

 

 令和６年度支部研究発表会 ・その他（       ） 

※該当に〇をつけてください。 

９ 申請金額 
 

 共同研究の運営経費（予定）          円 
 そのうち，助成希望金額            円 
 
 （収入予定内訳） 
   ・助成金          円 
 （支出予定内訳）  
   ・旅費交通費        円 
     （         ） 
   ・発送通信費        円 
     （         ）  
   ・消耗品費         円 
     （         ） 
   ・印刷製本費        円 

  （         ） 
・賃借料          円 
  （         ） 
・講師料          円（源泉徴収も記載） 
  （         ） 
・課税交通費        円（源泉徴収も記載） 

※支払いに関しては、土木学会中国支部 行事・助成金支払い等経費の
注意事項に従って支出してください。領収書の提出は必須事項 

※その他資料がありましたら添付してください。 



様式Ｂ２ 

令和６年度 調 査 研 究 活 動 助 成 （Ｂ）報 告 書 

令和  年  月  日 

公益社団法人 土木学会中国支部 支部長 様                       

                     代表者氏名             ㊞  

                       （会員番号：          ） 

助成を受けた共同研究が終りましたので，調査研究活動助成制度規則に基づき，報告します。 

１ テーマ（名称） 
 

 

２ 共同研究による成 

  果（具体的に記す 

  こと） 

※報告書がありました

ら別紙にてご提出くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※共同研究団体がありましたら記載してください。 

３ 共同研究会の開催

回数と開催時期 

 （回数）       回 

 

 （時期） 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 ・令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

 



４ 代表者の所属 

    （勤務先） 
 

５ 代表者の連絡先 

（勤務先・自宅） 

所在地（〒   －    ） 

 

TEL（      ）    －      FAX（   ）  －     

e-mail：                

６ 連絡者の連絡先 

 （勤務先・自宅） 

※５と同様であれば記載

しなくてもよい 

（〒   －    ） 

 

TEL（      ）    －         

FAX（   ）  －    内線（   ） 

e-mail：                 

７ 構成員氏名・所属 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

 ・氏名：         （所属：         ） 

 

８ 調査研究成果の 

公表予定 

 

 次年度支部研究発表会  その他（       ） 

※該当に〇をつけてください。 

９ 収支報告書 

※該当する証憑を添え

て提出ください。 

 

 

共同研究の運営経費（精算額）         円 
のうち，助成金額               円 
 （収入内訳） 
   ・助成金          円 
   ・             円 
 （支出内訳）  
   ・旅費交通費        円 
     （         ） 
   ・発送通信費        円 
     （         ）  
   ・消耗品費         円 
     （         ） 
   ・印刷製本費        円 

  （         ） 
・賃借料          円 
  （         ） 
・講師料          円（源泉徴収も記載）  
  （         ） 
・課税交通費        円（源泉徴収も記載） 
  （         ） 

   ※源泉徴収納税証明書は必ず添付してください。 
    源泉支払いが難しい場合は、事務局へご相談ください。 
 
※支払いに関しては、土木学会中国支部 行事・助成金支払い等経費の
注意事項に従って支出してください。領収書の提出は必須事項 

※活動写真を 2 枚以上添付ください。 

※調査研究成果報告書（特に様式は定めないが、論文集又は講演概要集でも可）も添付してくださ

い。 


